
資 　産 　の 　部 　合 　計

預 託 金

200,000

0

1,865,019,645

前 払 金

9,291,285,231

1,202,000 4,967,000 △ 3,765,000

10,914,150,300

910,714

差 入 保 証 金

長 期 貸 付 金 2,127,000

35,669,110

1,062,839,524

有 価 証 券 △ 82,658,200133,161,38950,503,189

886,793,778

△ 14,172,501

176,045,746

　貸 借 対 照 表　

増　　　　　減
2,704,436,073
2,551,925,524

45,936,322
△ 9,197,981

38,436,359
△ 53,720

2,872,995,150

△ 111,561,561

△ 233,957

△ 1,189,500

7,397,907,974

1,925,210,521
111,442

キャンパス整備事業引当特定資産

3,316,500

10,000,000

△ 1,622,865,069

教 育 研 究 用 機 器 備 品

1,886,774,162

24,542,544

100,000,000

11,294,031,651

4,433,000

100,000,000

1,206,068,610

△ 839,416,428

42,793,337

△ 18,658,276

99,717,212
0

762,281,753

10,454,615,223

0

109,717,212

62,675,070

2,612,988,842

車 両

建 設 仮 勘 定

そ の 他 の 固 定 資 産

1,424,607,823

管 理 用 機 器 備 品

特 定 資 産

△ 750,627,51317,095,467,647
構 築 物

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産

1,305,785,822
770,000,000 770,000,000

1,536,169,384
768,769,377
54,723,143

2,503,271,630
427,203,020

165,162
102,991,900

814,705,699
45,525,162

2,975,987,050

令和  7年 3月31日

　資 産 の 部
科　　　　　　　　　目

建 物

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地 465,998,468

前年度末

(単位　円)

32,108,522,132
28,842,968,749

本年度末
34,812,958,205
31,394,894,273
7,863,906,442

16,344,840,134

437,203,020

4,633,000

流 動 資 産

立 替 金
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13,106,809 27,279,310
38,418,546

676,757

第 ３ 号 基 本 金 引 当 特 定 資 産

805,075,090

5,884,268

有 価 証 券 729,078,995791,754,065

未 収 入 金

現 金 預 金

9,360

45,267,573,428

9,360

43,402,553,783

△ 2,749,436

図 書

ソ フ ト ウ ェ ア

公 共 施 設 利 用 権

短 期 貸 付 金
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負　債　の　部　合　計

[注記]

1. 重要な会計方針

（1）引当金の計上基準

徴収不能引当金

退職給与引当金

  退職金の支給に備えるため、下記のとおり計上している。

（2）その他の重要な会計方針

① 有価証券の評価基準及び評価方法

　有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。

　満期保有目的有価証券の評価基準は償却原価法である。

② 外貨建資産の本邦通貨への換算基準 

　外貨建金銭債権については、取得時又は発生時の為替相場により円換算している。

2. 重要な会計方針の変更等

3. 減価償却額の累計額の合計額 円

(単位　円)

15,346,509,068

301,998,836

444,412,345

△ 472,501,612

増　　　　　減

437,203,020

3,245,290,414

1,206,068,610

3,827,765,822

△ 622,627,805

流 動 負 債

　負 債 の 部

2,836,378,000

68,924,646

6,665,109,219

2,521,980,000
固 定 負 債

長 期 借 入 金

  京都橘大学および京都橘中学校・高等学校の貸与奨学金の返済額の徴収不能に備えるため、個別評価をした合計
額を徴収不能見込額として計上している。

短 期 借 入 金

△ 407,947,017
△ 9,999,000

第 ３ 号 基 本 金

基 本 金

48,000,000

43,910,119,566第 １ 号 基 本 金

10,000,000
39,698,548,543

増　　　　　減前年度末科　　　　　　　　　目 本年度末

2,837,343,397
314,398,000

△ 214,680,788
△ 314,398,000

退 職 給 与 引 当 金 99,717,212

4,042,446,610

784,000,000

繰 越 収 支 差 額

45,131,322,586 40,861,751,563

△ 6,528,858,377 △ 4,746,934,804 △ 1,781,923,573

4,269,571,023

△ 1,781,923,573

2,487,647,450

1,865,019,645

△ 4,746,934,804

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

△ 6,528,858,377翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

第 ４ 号 基 本 金

38,602,464,209

5,628,949

774,500,448

4,211,571,023

該当事項なし。

　法人及び大学の教職員等(高等学校の一部職員を含む)に係る退職給与引当金については期末要支給額1,458,944,219円
の100%を基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の累計額と交付金の累積額との繰り入れ調整額を加減した金額を
計上している。

　中学校及び高等学校の教職員に係る退職給与引当金については期末要支給額434,655,301円から京都府私学退職金財
団よりの交付金相当額を控除した額の100%を計上している。

　認定こども園の教職員に係る退職給与引当金については期末要支給額23,752,920円から滋賀県私学退職金財団よりの
交付金相当額を控除した額の100%を計上している。

45,267,573,428

1,305,785,822

7,287,737,024

324,397,000

科　　　　　　　　　目

1,776,534,216

前年度末本年度末

427,203,020

36,114,816,759

43,402,553,783

736,000,000

1,707,609,570
438,783,396

　純 資 産 の 部

預 り 金

未 払 金

前 受 金
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4. 徴収不能引当金の合計額 円

5. 担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている資産の種類及び額は次のとおりである。

円

円

6. 翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入を行なうこととなる金額 円

7. 当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

8. その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（1）有価証券の時価情報

① 総括表 （単位　円）

退職給与引当特定資産　合計　

第３号基本金引当特定資産　合計　

有価証券　合計　

② 明細表 （単位　円）

退職給与引当特定資産　合計　

第３号基本金引当特定資産　合計　

有価証券　合計　

378,541,198
221,458,802

債　　　券

退職給与引当特定資産

有価証券

投資信託

貸付信託

そ の 他

有価証券

第３号基本金引当特定資産

-

合　　　計

2,837,844,800

708,668

806,785,235

勘定科目
当年度（令和7年3月31日）

貸借対照表計上額

土  地

建  物

(1,408,754,065)

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

有価証券

（うち満期保有目的の債券）

（うち満期保有目的の債券）

第３号基本金引当特定資産

(1,181,170)

708,668

221,458,802

842,257,254

832,206,351

時価のない有価証券

2,441,332378,541,198 380,982,530

時価のない有価証券 有価証券 9,000,000

--

24,503,189 25,421,116 917,927

-

842,257,254

時　　価

378,541,198

差　　額

380,982,530 2,441,332

株　　　式 - -

-

△ 1,968,830

- -

221,458,802

833,257,254 △ 1,050,903

有価証券 808,754,065

9,000,000有価証券

378,541,198第３号基本金引当特定資産

退職給与引当特定資産 221,458,802 222,167,470 708,668

378,541,198

708,668222,167,470
-

勘定科目

189,670,588 167,280,000 △ 22,390,588

種　　類

(167,280,000)
221,458,802

(△ 22,390,588)(189,670,588)

832,206,351
2,441,332380,982,530合　　　　計

（うち満期保有目的の債券）

退職給与引当特定資産

△ 1,050,903833,257,254

有価証券

222,167,470

(1,409,935,235)

664,926,351 21,339,685有価証券

第３号基本金引当特定資産 378,541,198 380,982,530

(1,219,083,477) (1,242,655,235) (23,571,758)

退職給与引当特定資産

当年度（令和7年3月31日）

差　　額貸借対照表計上額

221,458,802

643,586,666

230,000

1,816,637,969

10,645,080,062

- -

2,441,332

時　　価

222,167,470
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（2）学校法人の出資による会社に係る事項
当学校法人の出資割合が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。

株式会社たちばなリンク

大学等の教育機関のサポート業務等

円 　（180株）

円 　（180株） 当該会社の総株式等に占める割合 100％

平成30年4月3日 円 　（180株）

（単位　円）

（単位　円）

特記すべき事項なし

（3）通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

平成21年4月1日以降に開始したリース取引

（4）関連当事者との取引

該当事項なし。

名称

管理用機器備品

5,728,800円
759,000円

教育研究用機器備品

当該会社への支払額 委託料等

期首残高

9,000,000

保証債務

リース物件の種類 リース料総額

当該会社への未払金 -                            -                            

当該会社からの未収入金 -                            28,053                  

-                            9,000,000             

24,142,342           

資金支出等 資金収入等

531,300円

- 28 -

9,000,000

事業内容

28,053                  

当期中に学校
法人が受け入
れた配当及び
寄附金額並び
に学校法人と

の資金、取引等
の状況

3,952,300円

未経過リース料
期末残高

資本金

学校法人の出
資状況

出資の状況

当該会社への出資金等

9,000,000

9,000,000             -                            

当該会社への貸付金 3,400,000             -                            3,400,000             -                            

期末残高

当該会社からの受入額 寄付金 8,100,000             賃借料等 1,125,382             

2,850,150             2,850,150             

-                            

- 4 -


